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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　上面視において円状の天板を有する他のテーブルと組み合わせて用いられるテーブルで
あって、
　上面に物品が載せられ、上面視において略矩形状に形成される天板と、
　該天板の下面側から前記天板を支持する支持部と、
　前記天板の上面における前記矩形状の一の辺の近傍には、前記物品を固定する固定部と
、
　前記天板における前記一の辺、および、前記一の辺に隣接する側辺の少なくとも一つを
、前記円状の天板における外縁と、前記円状の天板と周方向にわたって接触する前記天板
の中心に向かって凸状に湾曲させた形状に形成された接触部と、
が設けられていることを特徴とするテーブル。
【請求項２】
　前記物品は、表示部であり、
　前記支持部には、前記表示部へ画像信号の出力が可能に接続される電子計算機を収納す
る収納部が設けられていることを特徴とする請求項１記載のテーブル。
【請求項３】
　上面に物品が載置される円状の天板が設けられたメインテーブルと、
　請求項１または２に記載のテーブルである補助テーブルと、
を有することを特徴とするテーブルシステム。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、単体として使用すると共に、他のテーブルと組み合わせても使用することが
できるテーブルおよびテーブルシステムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、オフィスにおけるパーソナルコンピュータなどの情報機器の普及に伴い、これら
情報機器を用いた情報交換が一般化しつつあり、印刷物を用いた情報交換が行われる頻度
が低下しつつある。複数のメンバーが集まって業務についての情報の共有や検討を行う会
議においても、情報をディプレイに表示することによる情報の共有や検討が行われ始めて
いる（例えば、特許文献１参照。）。
【０００３】
　その一方で、会議では、情報の共有や検討を行う形態に応じて、ディスプレイの配置を
変更したり、テーブルの形を変更したりして、情報の共有や検討を円滑に行う方法も検討
されている（例えば、特許文献２および３参照。）。
【０００４】
　例えば、特許文献２では、会議に参加した全てのメンバーが情報の共有や検討を行う場
合には、複数のテーブルを集めて一つの大きなテーブルを構成するとともに、メンバーが
複数のグループに分かれて情報の共有や検討を行う場合には、一つの大きなテーブルを複
数のディスプレイを備えたテーブルに分割し、それぞれ分割されたテーブルにおいて情報
の共有や検討を行う方法が記載されている。
【０００５】
　また、特許文献３では、円状のコアテーブルと、楕円状のサイドテーブルと、ディスプ
レイなどが載せられるワゴンとの組合せにより、複数のメンバーが参加する会議にも、メ
ンバー１人の作業にも使用できるテーブルシステムが記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００１－１５４６０５号公報
【特許文献２】特表２００８－５２２６６０号公報
【特許文献３】特開２００３－０２４１５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　上述のように会議においてディスプレイを用いて情報の共有や検討を行うと、ディスプ
レイが設置されたテーブルに対して参加メンバーの数が適正な場合には、参加メンバーの
全員がディスプレイに表示された情報を無理なく見ることができる。
【０００８】
　しかしながら、参加メンバーの数が、テーブルの大きさに対して多すぎると、テーブル
をメンバーが二重、三重に取り囲む状態となる。すると、テーブルから離れた位置にいる
メンバーは、テーブルに近い位置にいるメンバーに遮られて、ディスプレイに表示された
情報を見ることが難しいという問題があった。
【０００９】
　本発明は、上記の課題を解決するためになされたものであって、利用する人数の増減に
対応することを容易にすることができるテーブルおよびテーブルシステムを提供すること
を目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　上記目的を達成するために、本発明は、以下の手段を提供する。
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　本発明のテーブルは、上面視において円状の天板を有する他のテーブルと組み合わせて
用いられるテーブルであって、上面に物品（例えば、パーソナルコンピュータ等のような
電子計算機に用いられるディスプレイ等の表示部や、キーボードやマウス等の入力部）が
載せられる天板と、天板を下方から支持する支持部が設けられたものである。板状に形成
された天板における外縁には、円状の天板における外縁と接触する接触部が形成され、接
触部は、円状の天板における周方向にわたって接触する形状に形成されている。
　また、接触部の形状を、天板の中心に向かって凸状に湾曲する形状に形成することが望
ましい。さらには、接触部の湾曲形状を、円状の天板の曲率半径と略同じ曲率半径の円弧
形状とすることが、より望ましい。さらに、天板が上面視において略矩形状に形成され、
天板の上面における矩形状の一の辺の近傍には、ディスプレイ等の表示部である物品を固
定する固定部が設けられ、接触部は、一の辺、および、一の辺に隣接する側辺の少なくと
も一つに形成されていることが望ましい。
【００１１】
　本願に係る天板における接触部を、円状の天板に接触させることにより、円状の天板に
本願に係る天板を安定して組み合わせることができる。また、他のテーブルを二重、三重
に取り囲む人数での打ち合わせであっても、他のテーブルに本願のテーブルを組合せ、円
状の天板から本願に係る天板を突出させるように配置することで、外側に位置する打ち合
わせの参加者に、本願に係る天板上に載せられた物品を容易に見せることができる。
【００１２】
　接触部と円状の天板とが接触する面積を容易に増やすことができ、他のテーブルに本願
のテーブルを安定して組み合わせることができる。
【００１４】
　例えば、一の辺に形成された接触部が円状の天板と接触する場合には、固定部が円状の
天板側に配置される。すると、天板における固定部が設けられていない領域、つまり作業
が可能な領域が、円状の天板とは反対側（外側）に配置され、打ち合わせの参加者が外側
から、本願に係る天板に向かって作業を行うことができる。さらに、固定部に固定される
物品がディスプレイ等の表示部であって、表示部の画面が外側に向いた状態で表示部が固
定されると、他のテーブルおよび本願のテーブルを囲む打ち合わせの参加者であって、他
のテーブルから離れた位置にいる参加者も、容易に表示部に表示された内容を見ることが
できる。
【００１５】
　その一方で、側辺に形成された接触部が円状の天板と接触する場合には、他のテーブル
および本願のテーブルにより略Ｌ字状の作業スペースが形成される。言い換えると、他の
テーブルから径方向外側にむかって、本願に係る天板が延びて配置される。そのため、他
のテーブルおよび本願のテーブルに挟まれた位置にいる作業者に対して、他のテーブルの
みを使用する場合と比較して、より広い作業スペースを提供できる。
【００１９】
　天板の上面に載置される物品が表示部であって、支持部には、表示部へ画像信号を出力
する電子計算機が収納される収納部が設けられていることが望ましい。このようにするこ
とで、作業者は収納部に収納された電子計算機および表示部を用いて作業を行うことがで
きる。言い換えると、本願のテーブルを他のテーブルから切り離して、単体で作業に用い
ることができる。
【発明の効果】
【００２０】
　本発明のテーブルおよびテーブルシステムによれば、板状に形成された天板における外
縁に、円状の天板における外縁と接触する接触部を形成し、接触部は円状の天板における
周方向にわたって接触する形状に形成されているため、円状の天板を二重、三重に取り囲
む人数での打ち合わせであっても、円状の天板に本発明に係る天板を組合せ、円状の天板
から本願に係る天板を突出させるように配置することで、外側に位置する打ち合わせの参
加者に、本発明に係る天板上に載せられた物品を容易に見せることができる。そのため、
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本発明のテーブルおよびテーブルシステムを用いることで、利用する人数の増減に対応す
ることを容易にすることができるという効果を奏する。
【図面の簡単な説明】
【００２１】
【図１】本発明の一実施形態に係る補助テーブルの構成を説明する斜め前上方から見た斜
視図
【図２】図１の補助テーブルを斜め後ろ上方から見た斜視図である。
【図３】図１の補助テーブルを斜め前下方から見た斜視図である。
【図４】図１の天板の構成を説明する上面視図である。
【図５】図１の補助テーブルに表示部が取り付けられた状態を説明する斜め前上方から見
た斜視図である。
【図６】図５の補助テーブルを正面から見た図である。
【図７】図５の補助テーブルを背面から見た図である。
【図８】図５の補助テーブルを右側から見た側面図である。
【図９】図５の補助テーブルを左側から見た側面図である。
【図１０】図１の補助テーブルを含むテーブルシステムにおける一組合せ形態を説明する
上面視図である。
【図１１】図１０のテーブルシステムにおける他の組合せ形態を説明する上面視図である
。
【発明を実施するための形態】
【００２２】
　この発明の一実施形態に係る補助テーブル、および、テーブルシステムについて、図１
から図１１を参照して説明する。図１は、本実施形態に係る補助テーブル１の構成を説明
する斜め前上方から見た斜視図であり、図２は斜め後ろ上方から見た斜視図であり、図３
は、斜め前下方から見た斜視図である。図４は、図１の天板１０の構成を説明する上面視
図である。図５は、図１の補助テーブル１に表示部４０が取り付けられた状態を説明する
斜め前上方から見た斜視図である。図６は、図５の補助テーブル１を正面から見た図であ
り、図７は背面から見た図であり、図８は右側から見た側面図であり、図９は左側から見
た側面図である。
【００２３】
　本実施形態に係る補助テーブル１は、後述するメインテーブル（他のテーブル）１００
と組み合わせてテーブルシステムＴＳとして用いられると共に、補助テーブル１のみでも
用いられるものである。例えば、メインテーブル１００および補助テーブル１の組合せで
あるテーブルシステムＴＳは、複数人が参加する打ち合わせに用いられるものであり、補
助テーブル１単体では、個人の作業に用いられるものである。
【００２４】
　補助テーブル１には、図１から図９に示すように、上面にキーボードＫＢやマウスパッ
ドＭＰやマウス（図示せず）が載せられる天板１０と、天板１０を支持する支柱部（支持
部）２０および台部（支持部）３０と、が主に設けられている。
【００２５】
　天板１０は、板状に形成された部材であって、その上面が作業スペースとして用いられ
るものである。天板１０は、図４における下側の縁である前縁、上側の縁である後縁（一
の辺）、右側の縁である右縁（側辺）、および、左側の縁である左縁（側辺）に囲まれた
略矩形状に形成されたものである。さらに、天板１０には、図１から図４に示すように、
メインテーブル１００の円状の天板１１０と接触する接触部１１と、ディスプレイである
表示部４０を固定する固定部１２と、が設けられている。
【００２６】
　天板１０における前縁は、天板１０の中心から遠ざかる方向（図４の下方向）に向かっ
て湾曲した円弧状に形成された部分である。補助テーブル１を用いて作業を行う人は、主
に、天板１０の前縁側に、天板１０に向かって座る。
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【００２７】
　後縁、右縁および左縁は、接触部１１が形成される部分であって、天板１０の中心に向
かって湾曲した円弧状に形成された部分である。つまり、後縁に形成された接触部１１は
、図４の下方向に向かって湾曲した円弧状に形成され、右縁に形成された接触部１１は、
図４の左方向に向かって湾曲した円弧状に形成され、左縁に形成された接触部１１は、図
４の右方向に向かって湾曲した円弧状に形成されている。接触部１１を構成する円弧は、
後述するメインテーブル１００における円状の天板１１０における曲率半径と略同じ曲率
半径を有するものである。
【００２８】
　天板１０は、図４に示すように、右縁における接触部１１の前縁側端部と、後縁側端部
とを結んだ直線ＲＴと、左縁における接触部１１の前縁側端部と、後縁側端部とを結んだ
直線ＬＴとが、前縁から後縁に向かう（図４の下から上に向かう）に伴い間隔が狭くなる
ように形成されている。
【００２９】
　さらには、天板１０は、上述の直線ＲＴと、直線ＬＴと、後縁における接触部１１の右
縁側端部と左縁側端部とを結んだ直線ＲＲと、前縁における右側端部と左側端部とを結ん
だ直線ＦＴとが、略台形を構成するように形成されている。
【００３０】
　なお、本実施形態では、後縁、右縁および左縁が円弧状に形成されて、円状の天板１１
０と連続して接触する例に適用して説明したが、連続して接触しなくても、例えば、多角
形状に形成されて、円状の天板１１０と離散的に（例えば２ヶ所で）接触してもよく、特
に限定するものではない。
【００３１】
　固定部１２は、図１から図４に示すように、天板１０の上面における後縁の近傍に配置
されたものであり、略直方体状に形成されたものである。
　固定部１２の上面には、図１、図２、図４に示すように、表示部４０の取り付けに用い
られる取付部１３が設けられている。取付部１３は、固定部１２の上面に、前縁側から後
縁に向かって凹んで切欠き状に形成されたものである。
【００３２】
　固定部１２の左側面には、図３および図８に示すように、複数の接続端子１４が設けら
れている。複数の接続端子１４は、主に、補助テーブル１をメインテーブル１００と組み
合わせて用いる際に用いられるものであり、表示部４０に表示させる画像信号を外部、例
えばメインテーブル１００に収納された電子計算機器から入力させるために用いられるも
のである。複数の接続端子１４のそれぞれは、互いに異なる規格の端子である。
【００３３】
　固定部１２における後側の下端には、図１、図８および図９に示すように、天板１０の
右縁から左縁（図１の右斜め下から左斜め上）にわたって、天板１０と固定部１２との間
に配置された直方体状の介在部１５が設けられている。介在部１５を設けることにより、
天板１０と固定部１２との間には、天板１０の前縁に向かって開口する凹みが形成され、
当該凹みにキーボードＫＢの少なくとも一部を収納することができる。
【００３４】
　固定部１２の上面には、図１、図２および図４に示すように、一対の円柱状の上部巻付
け部１６が設けられている。上部巻付け部１６はケーブルが巻きつけられるものであり、
例えば、上述の接続端子１４に差し込まれるケーブルを保管する際に用いられるものであ
る。上部巻付け部１６は、固定部１２の上面から上方に向かって突出する円柱状の部材で
あり、固定部１２における右縁（図４の右側）の端部近傍、および、左縁（図４の左側）
の端部近傍にそれぞれ配置されている。
【００３５】
　支柱部２０は、図６から図９に示すように、略四角筒状に形成されたものであって、上
端が天板１０の下面における後縁側に取り付けられ、下端が台部３０の上面に取り付けら
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れたものである。四角筒状に形成された支柱部２０の内部には、電源ケーブルなどの各種
ケーブルが収納可能とされている。
【００３６】
　より具体的には、支柱部２０は、断面視において略コの字状に形成された支柱本体２１
と、支柱本体２１の開口を塞ぐ蓋部２２と、から主に構成されている。支柱本体２１は、
開口が天板１０の前縁に向かって開くように配置されている。また、支柱本体２１の開口
を蓋部２２で塞ぐことにより、略四角筒状の支柱部２０が構成されている。蓋部２２は、
支柱本体２１に対して取り付け、取り外しが可能に、螺子などの締結部材を用いて取り付
けられている。
【００３７】
　支柱本体２１には、図８および図９に示すように、内部に配置されたケーブルの引き出
しに用いられる引出部２３が設けられている。引出部２３は、支柱本体２１の側壁に形成
された溝であり、支柱本体２１の開口と連通して形成されている。引出部２３は、支柱本
体２１の開口から水平方向に延び、その後、下方に向かって折れ曲がる略Ｌ字状に形成さ
れたものである。引出部２３に挿通されたケーブルは、重力によって、引出部２３におけ
る下方に折れ曲がった部分に配置される。
【００３８】
　そのため、支柱本体２１から蓋部２２を取り外し、引出部２３の端部が開口した状態と
なっても、引出部２３に挿通されたケーブルは、重力にさからって引出部２３の端部から
飛び出すことがない。また、引出部２３を略Ｌ字状に形成することにより、引出部２３の
下方に折れ曲がった部分が、支柱本体２１の開口と略平行に延びて形成される。そのため
、引出部２３と支柱本体２１の開口とつながる部分において、引出部２３の下方に折れ曲
がった部分と支柱本体２１の開口との間の幅を確保することができ、支柱本体２１を構成
する板状部材の強度を確保しやすくなる。
【００３９】
　さらに、支柱部２０には、図７から図９に示すように、パーソナルコンピュータなどの
電子計算機器が収納される上部収納部（収納部）２４と、電子計算機器に繋がれる電源プ
ラグやＡＣ－ＤＣアダプタ等の電源装置などが収納される下部収納部２５と、電子計算機
などの電源プラグが差し込まれる電源コンセント２６と、が設けられている。
【００４０】
　上部収納部２４および下部収納部２５は、支柱部２０における後縁側（図８における左
側）の面に配置された、断面視においてＵ字状に形成されたラック状のものである。上部
収納部２４および下部収納部２５における支柱部２０から離れた側（図８における左側）
の壁部は、上方に向かって支柱部２０から離れる方向に傾斜して形成されている。そのた
め、上部収納部２４および下部収納部２５は、上方に向かって開口が開く形状とされ、内
部に電子計算機などが収納しやすくされている。
【００４１】
　また、図５に示すように、上部収納部２４および下部収納部２５は、天板１０における
右縁側および左縁側（図５の右斜め下側および左斜め上側）にも開口して形成されている
。このようにすることで、上部収納部２４や、下部収納部２５よりも大きなものであって
も、左右の開口から飛び出させることで、上部収納部２４や、下部収納部２５で保持する
ことができる。
【００４２】
　上部収納部２４は、下部収納部２５よりも上方であって、引出部２３の近傍に配置され
たものである。上部収納部２４における支柱部２０側の壁部には、ケーブルを巻きつける
下部巻付け部２７が形成されている。
【００４３】
　下部巻付け部２７は、図８および図９に示すように、側面視において、上部収納部２４
の壁面からＬ字状に突出する一対の板部材から形成されたものである。また、下部巻付け
部２７は、図６に示すように、左右方向に４つ並んで形成されている。下部巻付け部２７



(7) JP 5226761 B2 2013.7.3

10

20

30

40

50

には、例えば、上部収納部２４に収納された電子計算機器に繋がれるケーブルなどが巻き
つけられる。
【００４４】
　下部収納部２５は、図６から図９に示すように、上部収納部２４よりも下方であって、
電源コンセント２６の近傍に配置されたものである。下部収納部２５は、上部収納部２４
と比較して小型に形成されている。
【００４５】
　電源コンセント２６は、支柱部２０の下方に設けられたコンセントであり、主に、上部
収納部２４に収納された電子計算機器に電力を供給するものである。本実施形態では、支
柱部２０の側面下方に、それぞれ２つ、合計４つ設けられた例に適用して説明する。
【００４６】
　台部３０は、図６から図９に示すように、略直方体状に形成されたものであって、上面
に支柱部２０の下端が取り付けられたものである。台部３０における左右方向（図６の左
右方向）の幅は、天板１０の左右方向の幅よりも狭く形成され、前後方向（図８の左右方
向）の長さも、天板１０の左右方向の長さよりも短く形成されている。このようにするこ
とで、補助テーブル１を用いて作業する際に、作業者の足元の空間を確保できる。さらに
、補助テーブル１をメインテーブル１００に組み合わせた際に、台部３０とメインテーブ
ル１００の脚とが干渉することを防止できる。
【００４７】
　また、台部３０の上面は取り付け、取り外しが可能な蓋であり、台部３０の内部には空
間が形成されている。当該空間には、ＡＣ－ＤＣアダプタ等の電源装置や、補助テーブル
１の姿勢を安定させる錘等が収納されている。
【００４８】
　台部３０には、補助テーブル１の移動に用いられるキャスタ３１と、外部の電源コンセ
ント（図示せず）に差し込まれる差込プラグ３２が設けられている。キャスタ３１は、台
部３０における下面の四隅に設けられるとともに、キャスタ３１の車輪が台部３０との取
付部を中心に旋回可能とされたものである。差込プラグ３２は、台部３０の後端（図８の
左端）中央から延びるものであり、支柱部２０に設けられた電源コンセント２６と電気的
に接続されたものである。
【００４９】
　図１０は、本実施形態に係るテーブルシステムＴＳにおける一組合せ形態を説明する上
面視図である。図１１は、他の組合せ形態を説明する上面視図である。
　メインテーブル１００は、図１０および図１１に示すように、略円状に形成された天板
（円状の天板）１１０と、天板１１０の上面に配置されディスプレイ等の表示部１４０を
保持する保持部１１２と、が主に設けられている。
【００５０】
　本実施形態では、天板１１０に折線部１１１が設けられ、天板１１０の一部１１０Ｐが
、下方に折れ曲がる例に適用して説明する。保持部１１２は、天板１１０の上面における
略中央に配置され、表示部４０を約１２０°間隔で、表示部１４０の表示面を天板１１０
の外方向に向けて保持するものである。さらに、保持部１１２には、補助テーブル１に取
り付けられた表示部４０に表示させる画像の画像情報を出力する複数の出力端子（図示せ
ず）が設けられている。
【００５１】
　なお、メインテーブル１００には、情報処理機器を収納する収納部（図示せず）が設け
られ、当該情報処理機器から出力された画像信号は、メインテーブル１００の表示部１４
０に表示される他、ケーブルを介して接続された補助テーブル１の表示部４０にも表示さ
せることができる。
【００５２】
　次に、上記の構成からなる補助テーブル１の使用方法、および、テーブルシステムＴＳ
の使用方法について説明する。
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　本実施形態の補助テーブル１を単体として用いる場合には、図５から図９に示すように
、固定部１２に表示部４０が固定され、上部収納部２４には電子計算機器が収納され、下
部収納部２５には上部収納部２４に収納された電子計算機器の電源装置および電源プラグ
（図示せず。）が収納される。そして、表示部４０と上部収納部２４に収納された電子計
算機器とは、画像信号を伝えるケーブルによって接続され、電子計算機器の電源プラグは
電源コンセント２６に接続される。
【００５３】
　作業者は、天板１０の上に載せられたキーボードＫＢと、マウスパッドＭＰの上に置か
れたマウス（図示せず。）を用いて電子計算機器を操作して作業を行う。また、キーボー
ドＫＢを固定部１２と天板１０の間の隙間に押し込むことで形成された天板１０のスペー
スで作業を行うこともできる。
【００５４】
　次に、テーブルシステムＴＳとしての使用方法について図１０および図１１を参照しな
がら説明する。
　まず、図１０に示すように、天板１０の後縁に形成された接触部１１が、メインテーブ
ル１００の天板１１０に付けられた場合のテーブルシステムＴＳについて説明する。この
場合、補助テーブル１の表示部４０は、メインテーブル１００に対して反対方向、言い換
えると径方向の外側に向かって配置されることになる。
【００５５】
　メインテーブル１００に対して参加者の人数が多い場合、例えば、メインテーブル１０
０を二重、三重に参加者が囲むと、外周側に位置する参加者は、内周側に位置する参加者
によってメインテーブル１００の表示部１４０への視線が遮られ、表示部１４０に表示さ
れた画像を見ることが難しくなる。
【００５６】
　その一方で、メインテーブル１００と組み合わされた補助テーブル１の表示部４０は、
メインテーブル１００の表示部１４０と比較して、径方向外側に突出した位置に配置され
ている。言い換えると、外周側に位置する参加者と、補助テーブル１の表示部４０までの
距離は、メインテーブル１００の表示部１４０までの距離よりも近くなる。その結果、外
周側に位置する参加者は、内周側に位置する参加者によって補助テーブル１の表示部４０
への視線が遮られにくくなり、表示部４０に表示された画像を見やすくなる。
【００５７】
　次に、図１１に示すように、天板１０の右縁に形成された接触部１１が、メインテーブ
ル１００の天板１１０に付けられた場合のテーブルシステムＴＳについて説明する。この
場合、補助テーブル１の表示部４０は、メインテーブル１００の表示部１４０に対して前
面が９０°よりも大きく、かつ、１８０°よりも小さい所定の鈍角αをなしている。本実
施形態では、所定の鈍角αが１５０°程度である例に適用して説明する。
【００５８】
　この場合、一人の作業者が、補助テーブル１の表示部４０と、メインテーブル１００の
表示部１４０と、を同時に用いながら作業を行うことができる。作業を行う場合、表示部
４０の前面と表示部１４０の前面とが約９０°をなして配置されていると、作業者は表示
部４０と表示部１４０とを同時に視界に納めることが難しく、首を回すことにより、表示
部４０から表示部１４０へ、または、表示部１４０から表示部４０へ視線を移すことがで
きない。また、表示部４０の前面と表示部１４０の前面とが約１８０°をなして配置、つ
まり、直線上に配置されていると、作業者と表示部４０までの距離、および、作業者と表
示部１４０までの距離が長くなり、作業者が表示部４０および表示部１４０に表示された
内容を視認しにくくなる。
【００５９】
　これらに対して、本実施形態のように表示部４０および表示部１４０を所定の鈍角αを
なして配置することにより、表示部４０および表示部１４０を視野に納めやすくなり、か
つ、作業者から表示部４０および表示部１４０までの距離を短くすることができ、作業者
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は表示部４０および表示部１４０に表示された内容を視認しやすくなる。
【００６０】
　また、メインテーブル１００のみで作業する場合や、補助テーブル１のみで作業をする
場合と比較して、メインテーブル１００の天板１１０の上のスペースや、補助テーブル１
の天板１０の上のスペースを作業に用いることができるため、作業スペースが広がり、作
業を行いやすくなる。
【符号の説明】
【００６１】
　１…補助テーブル、１０…天板、１１…接触部、１２…固定部、２０…支柱部（支持部
）、２４…上部収納部（収納部）、３０…台部（支持部）、１００…メインテーブル（他
のテーブル）、１１０…天板（円状の天板）、ＴＳ…テーブルシステム
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